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チからは、科学信頼仮説、個人主義仮説、平等主義仮説の 3 つの仮説を導出した。 
そして、それらの仮説が個人属性レベルの原子力発電への意見の亀裂を説明できるとし
て、どの個人属性において、どのような社会意識が媒介しているかを仮説として構築した。
年齢、性別、社会階層のそれぞれについて、4 つのアプローチからの仮説を当てはめた。 
 
4．分析 
まず、河北新報、朝日新聞、読売新聞の社説で原子力発電がどのように論じられている
かについて調査した。この調査によって、構築した仮説に関わる社会意識を喚起するよう
な議論がされていたかどうかを明らかにすることができる。分析結果によると、リスク・
ベネフィット的側面、政治的側面、社会的側面のそれぞれが言及されていることがわかっ
た。 
そして、2014 年に東京都、2015 年に仙台市でおこなわれた社会調査データを使用し、仮
説が成立するのかどうかを実証的に分析した。分析結果によると、従来のリスク・ベネフ
ィットだけでなく、政治的側面と社会文化的側面の意識も態度形成に関連があり、個人属
性と原子力発電への態度を媒介していることが明らかになった。 
 
5．結論 
原子力発電への態度形成に影響を与えていたのは、従来考えられてきたような原子力発
電の経済的ベネフィットとリスク認知だけではなかった。それらだけでは不十分であり、
政治的・社会的価値観が影響を与えていること明らかにされた。そして、年齢、ジェンダ
ー、社会階層と原子力発電への意見との間を媒介していた社会意識を明らかにすることで、
個人属性によって関連する社会意識が異なることがわかった。また、地域によってはその
結びつきが異なることが明らかにされた。 
原子力発電への態度形成が多元的な社会意識に基づいているということは、今後の原子
力発電に関する議論も多元的に行う必要性があるということである。すなわち、原子力発
電の経済・政治・社会的側面のすべてを含んだ包括的議論が必要なのである。そのために
は、メディアの役割は欠くことができない。大手メディアの原子力発電の論点は、少なく
とも本研究ではという制限はあるものの、新聞社ごとに偏っていた。そうでなく、なるべ
く多くの要素を含む、包括的に議論する姿勢が求められる。 
経済、リスク、政治、社会的側面のそれぞれが原子力発電を議論する上で欠かせない要
素であるが、さらに活発に議論されるべきなのは社会的側面である。なぜなら、原子力発
電が含む時空間的不平等をどのように納得するかという議論が十分に行われていないから
である。新聞紙上でも、行政への不信感、原発のリスクや経済悪化への懸念といった論点
は多く確認できたが、社会的、倫理的な側面はそれほど多く登場していない。原子力発電
への態度形成に平等に対する意識が関連を示している以上、公でさらに議論されるべきで
あろう。 
